
道では、昨年12月に公表した「ＴＰＰ対応への基本的な考え方」に基づき、国の施策

も有効に活用しつつ、農林漁業者や地域の方々の不安や懸念を払拭し、将来にわたって
本道の地域産業が再生産可能となり、持続的に発展していくことができるよう取り組み
ます。

農業

①生産力・競争力の強化
○酪農畜産の強化
・酪農・畜産の体質強化
・放牧酪農の推進
・道産牛肉の販売力強化
等

○産地収益力の強化
・スマート農業の推進
・野菜や果樹の収益力向上
・薬用作物の生産拡大 等

○生産基盤の充実・強化
・農業生産基盤の整備推進
（パワーアップ事業）

・自給飼料基盤の整備推進等

②多様な担い手の育成
・家族経営を主体としつつ、
法人化や企業の農業参入
など、多様な担い手の育
成・確保 等

③国内外の食市場へのチャレンジ
・道産牛肉の販売力強化
・農産物・加工品の輸出拡大
・６次産業化へのトライアル
等

林業・木材産業

合板・製材の国際競争力の強化

○林業の体質強化

・森林整備の促進

・原木の安定的な供給体制の
構築

・担い手の新たな受入体制
づくり 等

○木材産業の競争力強化

・道産木材の加工・流通体制

の整備

・CLTをはじめ新たな木材

需要創出 等

商工業、食・観光関連産業

①一次産業との連携
・農林水産資源を活用した
新商品・新サービスの開発等
への支援

・地域密着型の農業機械・食品

加工機械の開発促進 等

②輸出拡大
・道産品・農林水産物等の販路
拡大等「ｸｰﾙHOKKAIDO」による
情報発信
・アドバイザーを活用した輸出
支援体制の確立 等

③産業人材育成・確保
・企業人材や次世代産業人材の
育成 等

④生産性向上、新産業創出
・道内企業のQCD対応力の強化
に向けた支援
・健康長寿や環境・エネルギー
など新たな成長分野への取組
支援 等

⑤経営相談
・中小企業の経営・財務相談
への対応 等

北 海 道 の Ｔ Ｐ Ｐ 関 連 対 策北 海 道 の Ｔ Ｐ Ｐ 関 連 対 策

水産業

①持続可能な収益性の高い
操業体制への転換

○水産業の競争力強化
・水産資源の適切な管理
・栽培漁業の一層の推進
・新たな担い手の確保
・安定的な水産業経営の育成
等

②高品質な我が国水産物の
輸出等の需要フロンティア

○水産物輸出促進
・道産水産物の安全・安心の
確保
・衛生管理型漁港の整備
・輸出促進に向けた環境整備
等

（平成２７年度補正予算及び平成２８年度当初予算案）



農　業
■生産力・競争力の強化

○酪農畜産の強化

事業名 概要 予算額（千円）

○
酪農王国・北海道の次世
代酪農モデル構築事業費

Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

○ 北海道産牛肉の販売力強
化対策事業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )
畜産・酪農収益力強化整
備等特別対策事業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )
○ 畜産経営体質強化支援資金

融通事業利子補給費補助金 Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

○産地収益力の強化

事業名 概要 予算額（千円）

○
北海道スマート農業推進
事業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )
○ 北海道野菜ブランド力強

化推進事業費 Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

○ フルーツランド北海道推
進事業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )

○
薬用作物地域生産モデル
構築支援事業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )
○ 産地パワーアップ事業費

Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

○生産基盤の充実・強化

事業名 概要 予算額（千円）
農業農村整備事業費（公
共事業） Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )
○ 農業競争力基盤強化特別

対策事業費 Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

○ 地域草地基盤強化支援事
業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )

■多様な担い手の育成
事業名 概要 予算額（千円）

○
新たな担い手確保・経営
体質強化対策事業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )
○ 強い農業づくり事業費（担

い手確保・経営強化） Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

○ 新規就農者定着促進広域ネット
ワーク整備推進事業費

Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

加工・業務用野菜に係る生産・流通等の体系構築や新規野菜の導
入検討、野菜の衛生管理対策に取り組む。

新たな酪農・肉用牛生産近代化計画の実現に向けて、放牧酪農の
推進、搾乳ロボット導入効果の発現、乳牛のベストパフォーマン
スの実現や移住定住による新規就農者をサポートする取組を実施
する。（創生交付金）

北海道産牛肉のブランド力の向上、消費拡大対策、需要拡大に向
けた交流会や料理教室の開催などの実施により、安定した北海道
産牛肉の生産を推進する。

畜産経営の収益力の向上や飼料生産組織の経営高度化、畜産環境
問題への対応など、畜産クラスター計画に基づく地域の中心的な
経営体等が行う施設の整備等を支援する。

意欲ある畜産農家の経営改善を支援するため、既往負債の償還負
担を軽減する長期・低利の一括借換資金を融通する融資機関に対
して利子補給を行う。（融資枠37.8億円）

スマート農業に関する情報の共有・発信や課題の検討、人材育成
や地域の実情に応じた技術体系の確立など、地域の営農システム
への戦略的な技術導入を推進する。（創生交付金）

果樹生産者団体と連携し、栽培モデル園の設置や大消費地での産
地ＰＲなどにより道産果実の高品質安定生産やブランド力の強
化、高付加価値化、需要拡大などの取組を推進する。

地域と民間企業が連携した薬用作物の生産モデル構築に対する支
援や普及啓発の取組を実施する。（創生交付金）

国際競争力の強化を図るため、地域の営農戦略に基づく産地の高
収益化に向けた取組を総合的に支援する。

農畜産業の体質強化を図る観点から、担い手の育成・支援、農地
の集積・集約化、農産物の高付加価値化・生産コスト削減など農
畜産業の競争力向上に必要な生産基盤整備を実施する。

農作業の省力化を図るほ場の大区画化など、農業者が生産コスト
の低減に資する生産基盤整備に積極的に取り組めるよう、道と市
町村が連携し農家負担を軽減する。

良質な自給飼料に立脚した酪農・畜産経営を確立するため、担い
手の飼料基盤の整備促進に向け、道と市町村が連携し農家負担を
軽減する。

地域農業と民間企業との連携や人材育成の取組を実施し、本道農
業の担い手の経営体質強化を図る。（創生交付金）

売上高拡大やコスト縮減等の経営発展に向けた取組に必要な農業
用機械・施設等を導入する際、融資残について支援する。

就農を目指して農業研修に取り組む就農希望者が、その地域の枠
を越えて広域で就農先を確保できるよう、関係機関・団体による
調整を図るための体制づくりに向けた取組を支援する。

TPPへの対応

加

加

加

加

予算額について調整中
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■国内外の食市場へのチャレンジ
事業名 概要 予算額（千円）

○ 北海道産牛肉の販売力強
化対策事業費 Ｐ
（再掲） 【農政部】 ㉗ ( )

○
道産農畜産物輸出品目拡
大総合事業費 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )

○
北海道６次産業化トライ
アル事業 Ｐ

【農政部】 ㉗ ( )
○ 強い農業づくり事業費

（農畜産物輸出の拡大） Ｐ
【農政部】 ㉗ ( )

水　産　業
■持続可能な収益性の高い操業体制への転換

○水産業の競争力強化

事業名 概要 予算額（千円）
資源管理体制推進事業費

Ｐ
【水産林務部】 ㉗ ( )

秋サケ資源対策事業費

Ｐ
【水産林務部】 ㉗ ( )

さけ・ます増殖事業安定
化特別対策事業費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
日本海サクラマス資源増
大効率化対策事業費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
△ 日本海ニシン栽培漁業定

着事業費 Ｐ
【水産林務部】 ㉗ ( )

栽培漁業地域展開事業費

Ｐ
【水産林務部】 ㉗ ( )

マツカワ栽培漁業実証事
業費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
北海道水産種苗生産施設
維持補修費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
水産基盤整備事業（漁
場） Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )

○
日本海漁業振興総合対策
事業費（新規漁業就業者
育成確保緊急対策事業 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
研修事業費

Ｐ
【水産林務部】 ㉗ ( )

担い手活動支援事業費
（漁業就業促進事業費） Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )

「秋サケ資源対策会議」における検討方向を踏まえ、試験調査や
新技術の実証事業、施設の整備によるふ化放流事業の改良などの
取組を総合的に実施する。

道がふ化放流計画の策定、来遊資源の予測等事業の統括管理を行
うとともに、民間の増殖事業体制が確立するまでの間、民間に対
して施設の無償貸付を行う。

河川に遡上する親魚を用いた種苗生産を進めるために必要な体制
整備に要する経費について支援する。

後志南部地区及び檜山地区において、種苗生産・放流の取組に対
する支援を行う。

北海道産牛肉のブランド力の向上、消費拡大対策、需要拡大に向
けた交流会や料理教室の開催などの実施により、安定した北海道
産牛肉の生産を推進する。

道産農畜産物の輸出品目拡大に向け、品目毎に関係者からなるプラット
フォームを構築して、課題の抽出やテスト輸出を行うとともに、バイ
ヤーを招聘し、地域での商談会等を行う。（創生交付金）

地域の６次産業化の取組をレベルアップし、ビジネスとしての本
格的展開につなげるため、道産農林水産物を活用した新商品開発
や販路拡大等の取組を支援する。（創生交付金）

輸出の拡大や高品質・高付加価値化に資する生産から流通までの
強い農業づくりに必要な共同利用施設の整備を支援する。

本道におけるTAC計画の策定と漁業者による資源管理計画の作成
指導等を行い、本道海域における水産資源の管理と持続的利用を
図る。

ヒラメの種苗生産や中間育成、放流等の取組に対する支援を行
う。

種苗生産・放流等の取組に対する支援を行い、えりも以西の太平
洋地域におけるマツカワ資源の増大を図る。

本道におけるヒラメなどの種苗生産を安定的に行うため、北海道
栽培漁業センターの修繕工事を行う。

安全で良質な水産物の安定供給などに必要な魚場施設の整備等を
行う。

操業研修施設の整備など地域が主体となった新規漁業就業者の新
たな受入・育成体制を構築する取組に対して支援する。（創生交
付金）

漁業研修所において必要な知識・技術等に関する体系的な研修を
実施する。

北海道漁業就業支援協議会が実施する担い手確保・育成対策を支
援するとともに、沿岸漁業への転換を希望する漁船乗組員の海技
資格取得研修を実施する。

加

加

加
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○
日本海漁業振興総合対策
事業費（日本海漁業振興
緊急対策事業費） Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
漁業近代化資金利子補給
金 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
水産業振興構造改善事業
費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )

■高品質な我が国水産物の輸出等の需要フロンティア

○水産物輸出促進

事業名 概要 予算額（千円）
水産物流通安全対策事業
費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
緊急海水・水産物モニタ
リング調査事業費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
水産基盤整備事業（漁
港） Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )

○
道産水産物販路拡大推進
事業費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )
道産水産物輸出市場対策
事業費 Ｐ

【水産林務部】 ㉗ ( )

林業・木材産業
■合板・製材の国際競争力の強化

○林業の体質強化

事業名 概要 予算額（千円）

【水産林務部】
森林整備事業（造林・林
道） Ｐ

【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

【水産林務部】
未来につなぐ森づくり推
進事業費補助金 Ｐ

【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

【水産林務部】
○ 合板・製材生産性強化対

策事業費 Ｐ
【水産林務部】 （再掲） 【水産林務部】 ㉗ ( )

【水産林務部】
○ 次世代木材生産･供給シ

ステム構築事業費 Ｐ
【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

【水産林務部】
○ クール林業担い手確保対

策事業費 Ｐ
【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

【水産林務部】
森林整備担い手対策推進
費 Ｐ

【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

○木材産業の競争力強化

事業名 概要 予算額（千円）

【水産林務部】
○ 合板・製材生産性強化対

策事業費 Ｐ
【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

生産性向上など体質強化を図るための合板・製材工場等の整備、
原木を供給するための間伐材の生産及び路網の整備へ支援する。

各漁協における施設整備や養殖実証試験などの地域の取組に対し
て支援する。（創生交付金）

漁業近代化資金融通法に基づき、漁協等の金融機関が融資する長
期かつ低利な施設資金に対し、利子補給措置を行う。

海外既存市場への信頼回復を図るために道産水産物の安全性PRを
実施するとともに水産加工場のHACCP認定取得を促進することで
輸出の増加を目指し、漁業者及び加工業者の所得向上を図る。

森林の有する多面的機能を発揮させるための森林整備や林道等林
内路網の整備へ支援する。

公益的機能の発揮に配慮した伐採を促すとともに、伐採後の確実
な造林や伐採跡地等への造林を支援する。

生産性向上など体質強化を図るための合板・製材工場等の整備、
原木を供給するための間伐材の生産及び路網の整備へ支援する。

間伐材の供給力の強化や安定供給の確保のための路網整備、伐
倒・搬出について総合的に支援する。

若年層・女性などの新規就業を促進するため、地域の関係者によ
るネットワークを構築し、通年雇用化の促進や就業環境の改善の
取組を行う。

森林整備担い手対策基金の運用益等を活用して、関係機関との連
携により、林業労働者の安全衛生の確保、技術技能の向上、福利
厚生の充実に資する事業など総合的に実施する。

浜の活力再生広域プランに基づき競争力強化や産地市場の統合等
を推進するために必要な施設を整備し、水産業の競争力強化を図
る。

ホタテガイの貝毒の発生に対応するため、食品としての安全性確
保及び円滑な流通の確立による適切な生産・処理加工体制の整備
を図る。

福島第一原子力発電所事故により、放射性物質が海洋に放出され
たことから、海水・水産物モニタリング調査を実施し、道産水産
物の安全・安心についてのＰＲに努める。

漁港において高度な衛生管理対策などを行うための施設を整備
し、道産水産物の国際競争力の強化を図る。

近年漁獲量が急増しているブリ・サバなどを新たな輸出品目とし
て消費者ニーズの調査などを実施する。（創生交付金）

加

加
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【水産林務部】
○ 次世代木材生産･供給シ

ステム構築事業費 Ｐ
【水産林務部】 （再掲） 【水産林務部】 ㉗ ( )

【水産林務部】
林業・木材産業構造改革
事業費 Ｐ

【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

【水産林務部】 ○
道産ＣＬＴ早期実用化促
進事業費 Ｐ

【水産林務部】 【水産林務部】 ㉗ ( )

商工業、食・観光関連産業
■一次産業との連携

事業名 概要 予算額（千円）

○
機 能 性 食 品 ・ 素 材 バ
リューチェーン強化パッ
ケージ事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
参入促進支援事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○
業界間連携による自動
車・食関連機械分野の製
品開発モデル事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
食関連機械分野販路拡大
事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

■輸出拡大
事業名 概要 予算額（千円）

○
ベトナムとの経済交流促
進事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
HOKKAIDOブランド海外展
開促進事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○

海外アンテナショップ活用によ
る道産食品販路拡大事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○
道産スイーツ海外ブラン
ド強化事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
新規市場食需要開拓推進
事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

△
道産食品・食材ブランド
戦略事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
道産食品販路拡大推進事
業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
道市連携海外展開推進事
業費（ASEANﾏｰｹｯﾄ開拓ﾌﾟ
ﾛｼﾞｪｸﾄ) Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

■産業人材育成・確保

事業名 概要 予算額（千円）
若年者等人材呼び込み・
呼び戻し事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

木材の生産から流通・加工に至る国産材の供給体制づくりについ
て総合的に支援する。

道産木材の新たな需要先として期待されるCLTについて、需要の
創出に向けた取組や生産・加工体制の整備に向けた取組を実施す
る。（創生交付金）

全国の自治体に先駆けて北海道が導入した北海道食品機能性表示
制度(愛称:ヘルシーDo（ﾄﾞｩ))などを活用し、科学的根拠に基づ
く付加価値の高い機能性食品・素材の開発促進・支援や販路拡大
等の取組を実施する。（戦プロ）

地域産業支援機関による技術力の底上げや「参入支援チーム」に
よる個別集中支援、技術の高度化研修、道外発注ニーズの把握な
どにより、自動車・食関連機械分野への参入を促進する。（戦プ
ロ）

間伐材の供給力の強化や安定供給の確保のための路網整備、伐
倒・搬出について総合的に支援する。

域内需要の開拓を図るため、業界団体相互の企業見学等による連
携づくりとともに、生産現場の課題等をものづくり企業の技術力
により解決する機械等の開発とコーディネーターの育成に取り組
む。（戦プロ）

道内外の食関連産業とものづくり産業とのマッチングや、道外展
示会における道内企業の技術力等のアピールなどにより、食関連
機械分野の販路拡大を図る。（戦プロ）

飲食店や物販など総合的な情報発信モール「北海道ビレッジ」の
開業が予定されるベトナムにおいて、現地でのプロモーションを
実施するなど戦略的な経済交流を促進する。（創生交付金）

ASEAN等を対象としたブランドストーリーの検討や商談会の実
施、各種メディアを活用した情報発信を行い、新HOKKAIDOブラン
ドの発掘・発信の取組を推進する。（創生交付金）

海外アンテナショップの活用によるテスト販売の充実とともに、
現地ＰＲイベントの実施により、道産食品の輸出拡大を支援す
る。（戦プロ）

海外需要の獲得に向けた商談会や勉強会の開催などを行う。（戦
プロ）

イスラム圏市場の開拓や、機能性食品、スイーツについて、安定
的・継続的な取引に向けた商流の構築を目指す。（戦プロ）

現地の嗜好等の情報を蓄積し、現地プロモーションから継続的な
ビジネスに繋げる仕組みを構築するために、現地イベントの開催
やECサイトの構築などを行う。（戦プロ）

輸出事務に精通し、商談支援等が可能なアドバイザーを海外と道
内に配置するなど、輸出に取り組む道内食関連企業を支援する。
（戦プロ）

道と札幌市が連携し、相互の海外事務所等を活用しながら、商流
の活発化を図ることにより、道産品の輸出拡大を推進する。（創
生交付金）

若年者等の呼び込み・呼び戻しのため、インターネットを活用し
た求人・求職情報の提供や、大学・民間が主催する就職説明会等
に参加し、道内企業の求人情報の提供などの取組を実施する。
（創生交付金）

加

加

加

加

加

加

加

加

加

加

加

加

加

加
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△
プロフェッショナル人材
センター運営事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

△
UIターン・プロフェショ
ナル人材誘致推進事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

△
食品製造業の人材育成事
業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○
中核的人材育成促進事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

■生産性向上、新産業創出

事業名 概要 予算額（千円）

○
参入促進支援事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○
業界間連携による自動
車・食関連機械分野の製
品開発モデル事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
「健康・医療」関連分野
参入促進事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
機 能 性 食 品 ・ 素 材 バ
リューチェーン強化パッ
ケージ事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

○
地域連携型ヘルスケアビ
ジネス創出事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )
○ エネルギー地域循環促進

事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○ 地熱資源複合的利用促進
事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )
○ 洋上風力発電普及促進事

業 Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○ 中小水力導入促進事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○ 先進的エネルギー関連技
術振興事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )
○ 次世代エネルギープロ

ジェクト事業化推進事業 Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

○ 環境産業販路確立総合対
策事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )
△ 「一村一エネ」事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

全国トップクラスのポテンシャルを有する中小水力発電の導入を
促進するため、地域での多様な中小水力を活用した発電の導入を
促進するセミナーや勉強会を開催し、地域におけるエネルギーの
地産地消の取組を拡げる。

本道の豊かな自然や多様なエネルギー資源及び技術シーズを活か
した北海道発の先進的なエネルギー関連技術の研究開発や製品開
発を支援する。

積雪寒冷地特有の製品や技術開発を進める道内企業と道外企業の
ものを組み合わせるなどして実施する道内での産学官金が連携し
たプロジェクトを支援する。

全国の自治体に先駆けて北海道が導入した北海道食品機能性表示
制度(愛称:ヘルシーDo（ﾄﾞｩ))などを活用し、科学的根拠に基づ
く付加価値の高い機能性食品・素材の開発促進・支援や販路拡大
等の取組を実施する。（戦プロ）

地域の民間事業者を対象に研修等を行うとともに、健康増進の効
果に係る科学的データの獲得の仕組みづくりを行い、ヘルスケア
サービス事業へのビジネス参入を促進する。（創生交付金）

地域のエネルギー資源を活用し、雇用の創出や経済の活性化につ
なげていく「エネルギー自給・地域循環システム」の構築に向
け、新たな支援枠組みを検討するとともに、エネルギー資源を利
活用し、地域振興に資する事業に対し助成する。

アドバイザーの派遣等を通じて地熱等資源の活用に関する理解促
進や課題解決を支援するとともに、地熱井の掘削等に対して助成
を行い地熱資源の複合的利用を促進する。

全国トップのポテンシャルを有する洋上風力発電に関する普及啓
発を行うとともに、導入適地において事業誘致に効果的なゾーニ
ングの整備を拡大するための勉強会を開催する。

地域資源を有効活用した食品開発・販売に取り組むマーケティン
グ人材の育成を道内各地で実施するほか、ワイン造りに携わる方
に、醸造やマーケティング手法等を習得する機会を設ける。（戦
プロ）

企業が中途採用者に対して実施する中核的人材育成に必要な研修
などの様々な人材育成の取組を支援する。（戦プロ）

地域産業支援機関による技術力の底上げや「参入支援チーム」に
よる個別集中支援、技術の高度化研修、道外発注ニーズの把握な
どにより、自動車・食関連機械分野への参入を促進する。（戦プ
ロ）

域内需要の開拓を図るため、業界団体相互の企業見学等による連
携づくりとともに、生産現場の課題等をものづくり企業の技術力
により解決する機械等の開発とコーディネーターの育成に取り組
む。（戦プロ）

参入意欲の喚起や発注ニーズ等を紹介するセミナー、医療機器
メーカー等の工場見学会、道外展示会への出展などより、健康長
寿分野への道内ものづくり企業の参入を図る。（戦プロ）

企業間連携による事業化に向けたコーディネートや効果的な普及
啓発を行い、環境産業における事業化の促進や販路開拓・拡大を
促進する。

地域の多様な主体が協働・連携して行う地域の特色を活かした省
エネルギー・新エネルギーを推進する取組を支援する。

中小企業等の経営改善意欲を喚起し、道外からのプロフェッショ
ナル人材の活用による企業の経営革新を促す、人材還流の拠点と
してプロフェッショナル人材センターの運営を行う。（創生交付
金）

道外のプロフェッショナル人材を受け入れる道内中小企業等を支
援することにより、本道への呼び込みを拡大する。（創生交付
金）

加

加

加

加

加

加

加

加

加
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△ 次世代環境産業育成･振
興事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

△ 戦略的省エネ促進事業

Ｐ
【経済部】 ㉗ ( )

■経営相談

事業名 概要 予算額（千円）

○
小規模企業持続的発展支
援事業 Ｐ

【経済部】 ㉗ ( )

事業者が行うモデル性の高い省エネ技術等の導入可能性調査に対
し支援するほか、省エネ・節電の普及啓発を図る。

経営相談、人材育成や地域の課題解決の取組を支援する。（創生
交付金）

スマートコミュニティの構築に向けたフォローアップ・サポート
や水素関連ビジネスの展開に向けた調査、民間ネットワークと連
携した人材育成を行う。

加
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